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P1１．具体的な数値目標の意義

• 将来の航空交通システムの構築にあたっては、将来の
目指すべき航空交通システムを具体的にイメージした上
で、施策の効果を検証しながら、効率的に施策を推進し
ていくことが重要

• そのため、我が国の航空交通の特徴や社会情勢を考慮
した２０２５年を目指した具体的な数値目標の設定が必
要ではないか



P2２．(1)安全性の向上 ① 航空事故・トラブルの発生状況

○管制業務等に係る航空事故は、航空交通量が増大してい
るにも関わらず殆ど発生しておらず、平成13 年に１件発生し
ているのみである。なお、昭和61 年以来本邦航空会社の乗

客の死亡事故は発生していない。
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○管制業務等に起因する重大インシデントとして、
ニアミス及び滑走路誤進入がある。特に滑走路誤
進入は近年相次いで発生しており、ヒューマンエ
ラー対策が必要となっている。
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P3２．(1)安全性の向上 ② 具体的な目標例

 航空交通システムの高度化により、安全性（※）を○倍に向上 （例えば５倍）

•世界的にもトップクラスの安全性を確保

•管制業務等に起因する事故及び重大インシデントの発生件数を限りなくゼロに近づ

ける
（※）ＳＥＳＡＲと同様の考え方とした場合

具体的な目標例具体的な目標例

【参考】ＳＥＳＡＲ
２０２０年までに安全性３倍、将来的に１０倍
ＡＴＭに関連する事故及びインシデントを増加させない

【例】
・ＳＥＳＡＲと同様の考え方で、交通量が１．５倍に増えても管制業務等に起因する重大インシデントを
増やさないとすると、１．５×１．５＝２．２５倍の安全性の向上が必要

交通量が１．５倍に増加する中、管制業務に起因する重大インシデントの発生件数をゼロに近づける
には、１．５×１．５×２≒５倍の安全性の向上が必要

【考え方】
① 世界的にもトップクラスの安全性を確保
② 航空交通量の増大に対し、揺るがぬ安全性
③ 管制業務に起因する重大インシデントの発生件数を限りなくゼロに近づける



P4
２．(2)航空交通量の増大への対応 ① 今後の需要予測
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国内線、国際線の年間飛行回数の需要予測（暫定値）及び管制官等数推移

※１ 羽田、成田の容量制約がある場合の需要予測の暫定結果。2022、2027年は参考値。

※２ 国内線飛行回数は第９回航空分科会国内線発着回数の需要予測値の半数として計算。
※３ 上空通過機数は、1997年より実績を取っている。

※４ 管制官等数とは、航空管制官、航空管制運航情報官、航空管制技術官の数。

実績値 予測値

※ （ ）内は1990年を100とした値
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等

数
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）

（年）

国内線※１※２

国際線※１

上空通過※３

33%増加

参考値

管制官等数※４

2005年～2017年平均増加率

（予測）

上空通過機 4.0％
国際線 3.0％
国内線 1.8％

1997年（4424人）をピークに横ばい

我が国の年間飛行回数は過去15年で２倍程度の伸び。今後の需要予測は、羽田再拡張等を踏まえ、2017年には33％
増加（対2005年値）する見込み。一方、行政の減量効率化の観点から管制官等数は頭打ちになっている。

出典：平成１９年度交通政策審議会航空分科会資料



P5
２．(2)航空交通量の増大への対応 ② 具体的な目標例

 管制の処理容量を○倍 （例えば２倍）
（※）空港施設等の必要なインフラ整備・環境対策が前提

具体的な目標例具体的な目標例

【参考】
ＳＥＳＡＲ
２０２０年までに７３％増加する交通量への対応、将来的に３倍

ＮｅｘｔＧｅｎ
３倍の交通量増加に対応

平成１９年度航空分科会答申における需要予測（年間飛行回数）：

１．５２倍１７６８１１６２合計

２．３５倍２７０１１５上空通過

１．８１倍６００３３１国際線

１．３８倍８９８７１６国内線

倍率２０２７年２００５年

（単位：千回）



P6２．(3)利便性の向上 ① 我が国における現状
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定時性や就航率など、諸外国に比べ高い利便性を確保しているが、他の交通機関との競争を踏まえ、より高い利便性が求め
られる。
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P7２．(3)利便性の向上 ② 具体的な目標例

 増大する航空交通量に対応しつつ、航空交通システムのサービスレベル（定時性、就航

率、速達性）を○割アップ （例えば１割）

具体的な目標例具体的な目標例

【参考】
ＳＥＳＡＲ
定時出発９８％、定時到着率９５％
平均遅延時間１０分以内

ＮｅｘｔＧｅｎ
定時性９５％

【考え方】

・定時性：１５分以上の到着遅延便を▼％削減
or

平均到着遅延時間を▼％削減

・就航率：自空港気象の影響による欠航便を▼％削減

・速達性：主要路線におけるGate to Gateでの平均運航時間
（ブロックタイム）を ▼％削減

○割アップ



P8２．(4) 環境への配慮（運航の効率化）

 航空保安業務の高度化によるＣＯ２排出量及び燃料消費量を○％削減 （例えば１０％）

具体的な目標例具体的な目標例

【参考】
ＳＥＳＡＲ
ＡＴＭの改善によるＣＯ２排出量を１０％削減

京都議定書目標達成計画：
２０１０年までにエネルギー消費原単位（人キロ輸送あたりの燃料消費
量）を１９９５年度比で１５％改善

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）：
地上走行時間の最小化、最適巡航高度での飛行、最短経路での飛行、空中待
機の減少など運航の効率化により、６～１２％の温室効果ガスの削減が可能

（注）航空保安業務の高度化によるＣＯ２削減とその他の効果（航空機の改善など）によるＣＯ２削減の区別が課題



P9
２．(5)航空保安業務の効率性向上 ① これまでの取り組み

行政リソースが限られている中、航空交通の増加や多様化する
ニーズに対応するため、業務の効率化が求められる。
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航空保安システムに係る整備費

H6を基準(100)とする一飛行回数当たりの整備費

※１　航空保安システムに係る整備費には、航空路整備事業費、空港整備事業費のうち無線工事及び照明工事分が
　　　含まれる。
※２　使用した飛行回数には、国際・国内線飛行回数が含まれ、上空通過機数は含まれていない。

飛行回数当りの航空保安システムの整備費

管制官等一人当たりの航空機飛行回数の推移

・管制通信業務及び管制情報業務の

一体化に合わせ、H13～16年度に、

全国８飛行援助センターに統合

飛行援助センター（新千歳、仙台、東
京、中部、大阪、福岡、鹿児島、那覇）

飛行援助センター

ブロック管理官署（新千歳、羽田、大阪、
福岡、那覇）

・航空灯火・電気施設の管理業務
をＨ１７～１９年度に５拠点空港に
統合

・要員の再配置・業務の再構築を
実施

・航空保安無線施設等の保守業
務は、H11年度より、国の適切な
指示監督の下、委託対象施設の
拡大による民間委託を推進

Ｈ１１～１３年度 対空通信施設、ＮＤＢを対象
Ｈ１３年度～ ＩＬＳ、ＶＯＲ／ＤＭＥ、レーダーを
対象

・H16年度より24時間運
用官署に新勤務体制を
導入することにより、交
通量等に応じた合理的
な要員配置を実施

・H20年度以降、新管制
卓を導入し、サービスを
低下させることなく管制
業務の効率化を図るこ
とにより、要員を合理化

業務の拠点官署への統合業務の拠点官署への統合

保守業務の民間委託保守業務の民間委託 管制業務体制管制業務体制

業務の効率化業務の効率化



P10２．(5)航空保安業務の効率性向上 ② 具体的な目標例

◆ 業務効率性を ○％向上 （例えば５０％以上）

具体的な目標例具体的な目標例

【参考】
ＳＥＳＡＲ
飛行回数あたりの航空保安業務に関するコストを半減

【考え方】

安全性、サービスレベルの向上を図りつつ、１．５倍に増加する交通量に対
応するためには、業務効率性を５０％以上向上する必要がある。



P11３． 目標設定の欧米比較

効率
・運航上と経済上の費用対効果、利用

者要望の最適な4次元軌道

・運航コストの低減
・航空交通ネットワーク維持・拡大

への貢献
運航の効率化

相互運用性
・世界標準に基づく均質な交通流の促

進
ATM共同体の参加

・計画、導入、運用における継続的な関
係者の関わりの必要性

環境
・騒音、排出ガス等の環境問題の考慮

費用対効果
・関係者の利益バランス、利用者コスト

の考慮

容量
・制限の最小化、需要への対応のため

の容量拡大
アクセスと公平性

・全ての利用者が公平に利用可能な運
用環境

柔軟性
・飛行軌道の動的な変更等に対する利

用者の対応能力
予測性

・一貫した、かつ信頼性のある性能レベ
ルを提供する能力

安全性
・均一な安全基準の策定、リスク及び安

全性管理の実施
安全保障

・テロ、ヒューマンエラー、自然災害等の
脅威に対する防護

ICAO

・Single European Skyを実現する。
・このためにSESARマスタープラン

を策定し着実に実施する。

・航空分野における米国の優位性を
維持する。

・航空機運航コストの削減。
・旅客や荷主に対するサービス向上。
・米国製品およびサービスの普及の

ための諸政策を講じる。

・諸外国との連携強化
・我が国のFIR内の航空機に対する

管制サービスの向上
・途上国への国際協力
・アジア太平洋地域の管制サービス

の底上げ
・官民一体となった国際標準化

航空分野にお
ける我が国のプ
レゼンスの向上

環境への影響に最大限配慮し、将
来的に（CO2排出量を）10%削減

・騒音・排気ガス・燃料消費を削減す
る。

・ＣＯ２排出量の削減
・騒音対策

環境への配慮

ユーザコストを2020年までに半減
する。

航空保安業務を含む運航コストを削
減する。

・業務の一層の効率化
・交通実態に応じた施設整備、業務

航空保安業務
の効率性向上

・定時性・就航率の維持、向上
・速達性の向上
・小型機の安全・安定的な運航の確

保

利便性の向上

・航空交通容量を2020年までに73%
増、将来的には3倍とする。

・遅延を減少させる。

・将来の交通量の増大（現状の３倍）
と運用の多様化に対応する。

・乗換え時間30%減。
・悪天候等のイレギュラーの影響を最

小にする。（定時運航率95%を目指
す）。

・全体の交通量の拡大
・混雑空港・混雑空域のボトルネッ

ク解消
・新技術の活用による処理能力の

向上
・国際航空交通増大への対応

航空交通量の
増大への対応

・安全性を2020年までに3倍、将来
的には10倍に高める。

・セキュリティ対策にも取り組む。

安全性の確保
・航空輸送を最も安全な輸送形態

に維持する。
・米国及び世界の航空輸送の安全

性を高める。
セキュリティの確保

・さまざまな脅威に対処。

・事故等の防止対策
・ヒューマンエラー対策
・小型機の安全対策
・大規模災害を想定した業務の継

続性向上
・信頼性及びセキュリティの確保（情

報ネットワーク等への不正侵入防
止、電波干渉防止）

安全性の向上

欧州（SESAR)米国（NextGen)日本


